
中間市
パンジー、コスモス





　本事業では、駅の周辺地区に代表される都市機能が集積しており浸水実績がある地区、床上浸水被害が
発生した地区、河川と下水道等が集中的な対策を実施するため共同して計画を策定した地区、内水浸水に
より一定規模の浸水が想定される地区等の浸水被害の軽減・最小化及び解消を目的として、再度災害防止
や事前防災・減災の観点等から、他事業と連携した流出抑制施策やハード対策に加えて地域住民等による
自助取組の促進策及び効果的に自助取組を導くためのソフト対策を組み合わせた浸水対策を実施すること
により、浸水に対する安全度を早急に高め、安心して都市活動ができるようにすることを目的としている。
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○浸水対策に係る個別補助事業

　近年､全国の都市において内水被害が頻発しており､市民生活や経済活動への甚大な影響が発生している
ことから､下水道による大規模な再度災害防止対策や河川事業と連携した内水対策を計画的 ･集中的に支
援するための個別補助事業として､令和元年度に｢下水道床上浸水対策事業｣及び｢事業間連携下水道事業｣
が創設された。
　｢下水道床上浸水対策事業｣では､駅の周辺地区に代表される浸水被害リスクが高い都市機能集積地区に
おける下水道による浸水対策を､｢事業間連携下水道事業｣では､内水浸水の実績がある地区､内水による重
要施設の被害が想定される地区において河川事業と一体的に下水道による浸水対策をそれぞれ概ね５年で
計画的 ･集中的に実施することにより､浸水に対する安全度を早急に高めることを目的としている。
　また､令和2年度からは､計画的な施設整備や適切な機能確保を図るため､雨水処理を担う大規模な下水道
施設の設置又は改築を集中的に支援する｢大規模雨水処理施設整備事業｣が創設され､個別補助制度による
支援が強化された。
　◇福岡県内市町の浸水対策に係る個別補助事業実績（政令市を除く）

Ⅳ－３　地震対策

○下水道総合地震対策事業

　下水道の地震対策としては､兵庫県南部地震の教訓を踏まえ平成９年に耐震設計基準が見直されたほか､
新潟県中越地震での甚大な施設被害の発生を受けて､平成17年に下水道法施行令の改正による構造基準の
制定､さらに東北地方太平洋沖地震の教訓をいかして､平成26年に津波対策の基本的な考え方が示されてお
り､これらに基づいて施設整備を進めてきている。
　大規模な地震時でも､生活空間での汚水の滞留や未処理下水の流出に伴う伝染病の発生､浸水被害の発
生を防止するとともにトイレ機能の確保を図る等､下水道の有すべき機能を維持するため､下水道施設の地震
対策は重要であるが､十分に進んでいないのが現状である。
　そこで､重要な下水道施設の耐震化を図る｢防災｣と､被災を想定して被害の最小化を図る｢減災｣を組み合
わせた総合的な地震対策を推進するための事業制度として､平成21年度より｢下水道総合地震対策事業｣が
創設された。

事業名
開始
年度

完了
年度

大規模雨水処理
施設整備事業 行橋市

東部
ポンプ場

・雨水ポンプ場の建替

　　　排除面積96ha

　　　排水能力478m 3/分
R2

大規模雨水処理
施設整備事業

久留米市

排水面積　約514ha

・排水ポンプ場

 計画放流量34m3/s

  （既存放流量28m3/s）

・放水路、排水機場

・バイパス水路整備

・雨水貯留施設

Ｒ4

下水道床上浸水
対策事業

久留米市
金丸川・
池町川

流域内地区

排水面積　約98ha

・雨水幹線

 金丸５号　590m

 京町　　　580m　

・ポンプ設備(金丸５号)

 排水能力　1m3/s

・ゲートポンプ

 排水能力　1m3/s

・逆流防止ゲート　3箇所

Ｒ4

下水道床上浸水
対策事業

久留米市
下弓削川・

江川
流域内地区

排水面積　約56ha

・雨水貯留施設

 久留米大学 21,800m3

 御幣島公園   4,800m3　

・フラップゲート　3箇所

・雨水幹線

 下弓削３号　550m

Ｒ4

概  要

供用開始から45年が経過し施設の老朽化が進行している雨水ポンプ場に
ついて、適切な雨水排水機能を確保し、引き続き浸水被害の防止を図るた
め、建替を行うもの。

当該地区では、令和元年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
排水ポンプ場の増設等を行い、令和元年７月豪雨と同規模の降雨

（90mm/h）に対して浸水被害の軽減を図るもの。

当該地区では、平成30年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
雨水幹線等の整備を行い、66.4mm/hの降雨に対して浸水被害の軽減を
図るもの。

当該地区では、平成30年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
雨水貯留施設の整備等を行い、66.4mm/hの降雨に対して浸水被害の軽
減を図るもの。

事業概要実施箇所自治体名

R10

筒川排水区 R12

Ｒ5

Ｒ6

・管路施設、処理施設

　の耐震化（１式）

【管路施設】

　管渠の耐震化（管更生）L=6,255m

　　　　　　　(管口可とう化）58箇所

　マンホールの浮上防止 ８２箇所

【処理施設】

（耐震化）管理棟、接触タンク棟、汚泥処理

棟、

（補強）エキスパンドジョイント

事業名
開始
年度

完了
年度

大規模雨水処理
施設整備事業 行橋市

東部
ポンプ場

・雨水ポンプ場の建替

　　　排除面積96ha

　　　排水能力478m 3/分
R2

大規模雨水処理
施設整備事業

久留米市

排水面積　約514ha

・排水ポンプ場

 計画放流量34m3/s

  （既存放流量28m3/s）

・放水路、排水機場

・バイパス水路整備

・雨水貯留施設

Ｒ4

下水道床上浸水
対策事業

久留米市
金丸川・
池町川

流域内地区

排水面積　約98ha

・雨水幹線

 金丸５号　590m

 京町　　　580m　

・ポンプ設備(金丸５号)

 排水能力　1m3/s

・ゲートポンプ

 排水能力　1m3/s

・逆流防止ゲート　3箇所

Ｒ4

下水道床上浸水
対策事業

久留米市
下弓削川・

江川
流域内地区

排水面積　約56ha

・雨水貯留施設

 久留米大学 21,800m3

 御幣島公園   4,800m3　

・フラップゲート　3箇所

・雨水幹線

 下弓削３号　550m

Ｒ4

概  要

供用開始から45年が経過し施設の老朽化が進行している雨水ポンプ場に
ついて、適切な雨水排水機能を確保し、引き続き浸水被害の防止を図るた
め、建替を行うもの。

当該地区では、令和元年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
排水ポンプ場の増設等を行い、令和元年７月豪雨と同規模の降雨

（90mm/h）に対して浸水被害の軽減を図るもの。

当該地区では、平成30年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
雨水幹線等の整備を行い、66.4mm/hの降雨に対して浸水被害の軽減を
図るもの。

当該地区では、平成30年７月豪雨により、甚大な内水浸水被害が発生した。
雨水貯留施設の整備等を行い、66.4mm/hの降雨に対して浸水被害の軽
減を図るもの。

事業概要実施箇所自治体名

R10

筒川排水区 R12

Ｒ5

Ｒ6

・管路施設、処理施設

　の耐震化（１式）

【管路施設】

　管渠の耐震化（管更生）L=6,255m

　　　　　　　(管口可とう化）58箇所

　マンホールの浮上防止 ８２箇所

【処理施設】

（耐震化）管理棟、接触タンク棟、汚泥処理

棟、

（補強）エキスパンドジョイント
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　○下水道情報デジタル化支援事業

　下水道事業のマネジメントサイクルの確立にあたっては、下水道施設に関する施設情報や維持管理情報
等をデジタル化し、施設状態の把握やリスク評価等に利用が可能なようにしておくことが重要である。また、
台帳情報等を電子化しておくことで、日常の業務の効率化にも繋がる。
　そこで、管路施設に係る施設情報や維持管理情報をデジタル化するため、令和4年度に「下水道情報デ
ジタル化支援事業」が創設された。なお、令和8年度までの事業であるため、留意が必要である。
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新世代下水道
支援事業名

自治体名 種別 実施箇所
開始
年度

完了
年度

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 筒川 H11 H19

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 事業計画区域 Ｒ３ ―

ﾘｻｲｸﾙ推進事業
(再生資源活用型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H19 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H20 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

飯塚市 単独公共 事業計画区域 H24 H29

浸水被害の軽減に対する市民意識の向上及び啓発を図るとと
もに、市民と協働した安全・安心なまちづくりに資すること
を目的として、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する。

概  要

新宮町中央浄化センターの主要施設である管理棟、機械棟の
外壁に汚泥タイルを使用し、下水汚泥の有効利用を図る。

新宮町中央浄化センターでの処理水を隣接する都市公園内の
せせらぎ用水として有効利用することにより、良好な水辺空
間を創出する。

雨水流出抑制対策・雨水利用による水資源の有効活用に寄与
し、健全な水循環の構築を目的として市民意識の向上を図る
ため、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する.

市街地を貫流する筒川雨水幹線とこれに沿って隣接する公園
などの公共公益施設との一体的な景観整備を行い、せせらぎ
水路・植裁・遊歩道・四阿等を設置すると共に、雨水貯留機
能を確保する施設。

新世代下水道
支援事業名

自治体名 種別 実施箇所
開始
年度

完了
年度

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 筒川 H11 H19

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 事業計画区域 Ｒ３ ―

ﾘｻｲｸﾙ推進事業
(再生資源活用型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H19 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H20 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

飯塚市 単独公共 事業計画区域 H24 H29

浸水被害の軽減に対する市民意識の向上及び啓発を図るとと
もに、市民と協働した安全・安心なまちづくりに資すること
を目的として、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する。

概  要

新宮町中央浄化センターの主要施設である管理棟、機械棟の
外壁に汚泥タイルを使用し、下水汚泥の有効利用を図る。

新宮町中央浄化センターでの処理水を隣接する都市公園内の
せせらぎ用水として有効利用することにより、良好な水辺空
間を創出する。

雨水流出抑制対策・雨水利用による水資源の有効活用に寄与
し、健全な水循環の構築を目的として市民意識の向上を図る
ため、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する.

市街地を貫流する筒川雨水幹線とこれに沿って隣接する公園
などの公共公益施設との一体的な景観整備を行い、せせらぎ
水路・植裁・遊歩道・四阿等を設置すると共に、雨水貯留機
能を確保する施設。

　合流式下水道を採用している都市において、一定期間に合流式下水道の改善対策を緊急的かつ集中的
に実施する合流式下水道緊急改善事業が平成１４年度に創設された。その後、平成１５年に下水道法施行
令が改正され、合流式下水道についても、雨天時に下水を公共用水域に放流する吐口からの放流水量を
減少させること、雨水の影響が大きい時の放流水の水質を分流式下水道の雨水水質と同程度の水質にす
ること等が規定され、原則、平成２５年度（処理区域面積が大きい場合は令和５年度）までに対策を完了する
ことが義務付けられた。

◇福岡県における対象自治体
　　　Ｈ25までに完了：大牟田市、飯塚市、古賀市、新宮町
　　　Ｒ5までに完了：福岡市、北九州市
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福岡市 西部水処理センター Ｒ２単独公共

老朽化した既存焼却施設の更新に合わせ、民間ノウハウを活
用したDBO事業で下水汚泥固形燃料化施設を建設し、令和３
年２月より供用開始。下水汚泥をエネルギーとしても利用す
ることで、脱炭素社会へ貢献する。

新世代下水道
支援事業名

自治体名 種別 実施箇所
開始
年度

完了
年度

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 筒川 H11 H19

水環境創造事業
(水循環再生型)

久留米市 単独公共 事業計画区域 Ｒ３ ―

ﾘｻｲｸﾙ推進事業
(再生資源活用型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H19 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

新宮町 単独公共
新宮町

中央浄化センター
H20 H21

水環境創造事業
(水循環再生型)

飯塚市 単独公共 事業計画区域 H24 H29

浸水被害の軽減に対する市民意識の向上及び啓発を図るとと
もに、市民と協働した安全・安心なまちづくりに資すること
を目的として、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する。

概  要

新宮町中央浄化センターの主要施設である管理棟、機械棟の
外壁に汚泥タイルを使用し、下水汚泥の有効利用を図る。

新宮町中央浄化センターでの処理水を隣接する都市公園内の
せせらぎ用水として有効利用することにより、良好な水辺空
間を創出する。

雨水流出抑制対策・雨水利用による水資源の有効活用に寄与
し、健全な水循環の構築を目的として市民意識の向上を図る
ため、雨水貯留タンクの設置に対し補助金を交付する.

市街地を貫流する筒川雨水幹線とこれに沿って隣接する公園
などの公共公益施設との一体的な景観整備を行い、せせらぎ
水路・植裁・遊歩道・四阿等を設置すると共に、雨水貯留機
能を確保する施設。
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Ⅳ－７　広域化・共同化等
下水道広域化推進総合事業

　下水道をはじめとする汚水処理施設の事業運営は、人口減少に伴う使用料収入の減少や、職員数の減少、施
設老朽化に伴う大量更新期の到来等により、その経営環境は厳しさを増しており、より一層の効率的な事業運営
が求められている。このことから、平成３０年１月に国土交通省、総務省、農林水産省、環境省の関係４省が連名に
て、全ての都道府県における令和４年度までの「広域化・共同化計画」策定を要請した。
　このような中、下水道をはじめとする各種汚水処理施設の広域化・共同化の取組促進による事業効率化を図る
ため、計画策定から事業実施まで一体的に支援する「下水道広域化推進総合事業」が平成３０年度に創設された。

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）
　近年多発する集中豪雨への対応、増加する老朽化施設の適切な維持管理・更新・下水道経営を改善する
ための省エネ等によるコスト縮減、下水道の有する資源・エネルギーの有効利用による循環型社会の構築や
地球温暖化対策など、下水道事業が抱える様々な課題に対応するためには、新技術の開発・活用が重要で
ある。
　国土交通省では、国が主体となって、実規模レベルの施設を設置して技術的な検証を行い、ガイドラインか
して革新的技術の全国展開を図っていくことを目的として、平成２３年度より「下水道革新的技術実証事業
（B-DASHプロジェクト）」を実施している。

下水道脱炭素化推進事業（個別補助金）
　2050年カーボンニュートラルの方針が決定し、2030年度の温室効果ガス排出削減目標についても、2013年度比
46％へと見直しが行われた。下水道分野では2018年度実績で約600万 t-CO2の温室効果ガスを排出しており、自
治体の事務事業から排出される温室効果ガスの中で大きな割合を占めるため、下水道分野の取り組みは、温室
効果ガス排出量を削減するために重要な取り組みである。地球温暖化対策計画（2021年10月22日閣議決定）にお
いては、下水道分野において2030年度に2013年度比で208万 t-CO2の温室効果ガス排出量削減目標が位置づけ
られている。
　温室効果ガス削減効果の高い先進的な創エネルギー、N2O削減事業を、集中的・優先的に支援し、下水道
の脱炭素化を推進するため、令和4年度の「下水道脱炭素化推進事業」が創設された。

福岡市：西部水処理センター　下水汚泥固形燃料化施設

御笠川那珂川流域：御笠川浄化センター　下水汚泥固形燃料化施設
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